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はじめに － ＮＲＩにおけるマイナンバー制度への取組み

■民間サービスとしての制度具体化
・マイナンバー 預かり管理数 約１５００万件

（２０１８．１０月末現在）

・公的個人認証 署名検証サービス
・民間送達サービス

南側洋司（みなみがわようじ）
マイナンバー事業部 ＧＭ
制度の民間普及、基盤構築を目指し、
民間サービスの事業化を推進。

【略歴】
２０００年 ＮＲＩ入社 証券ソリューション事業本部
２００９年 ＮＲＩ認定プロジェクトマネージャー（ＣＰＭ）
２０１３年 〃 認定ビジネスデベロッパー（ＣＢＤ）
２０１５年 マイナンバー事業の立上げ。事業推進担当

デジタル・ガバメント構想の民間側での実現を推進
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本日のアジェンダ

１．デジタル・ガバメント実現に向けた課題と解決の方向性

２．マイナポータルと民間送達サービス連携によるデジタル化実現例

３．提言まとめ
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１．デジタル・ガバメント実現に向けた課題と解決の方向性

デジタル・ガバメントを取り巻く政府内の議論

デジタルファースト法案

国民中心で人にやさしい社会の実現

デジタルを原則とする経済社会の実現

デジタル国家創造に向けた
理念・目的・方向性を明確化

 国・地方のみならず民間も含め、
日本全体を視野に

 国民とのインターフェース
(申請・手続等)だけでなく
行政全体のデジタル化を対象に

手続オンライン原則法

住民基本台帳法改正

公的個人認証法改正

マイナンバー法改正

戸籍法改正

デジタル・ガバメント
実行計画

行政サービスの
１００％デジタル化

行政保有データの
１００％オープン化

デジタル改革の
基盤整備

デジタル・ガバメントへの民間側の期待は高い。
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１．デジタル・ガバメント実現に向けた課題と解決の方向性

ＮＲＩが考えるデジタル・ガバメント構想

デジタル・ガバメントの
全体計画策定および推進

• デジタル技術を徹底活用した
利用者中心の行政サービス改革

• 官民協働を実現する
プラットフォーム

• 価値を生み出すITガバナンス

民間サービスの全面的な
アップデート

• 制度変更・規制緩和に対応した
顧客サービスの拡大

• 官民プラットフォームへの連携を
前提としたシステム基盤整備

• 電子公布を中心に据えた
ビジネス・プロセスの合理化

官 民

デジタル・ガバメント構想の全体イメージ

国民・事業者を巻き込んだ日本全体での一大ＢＰＲプロジェクト
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１．デジタル・ガバメント実現に向けた課題と解決の方向性

デジタル・ガバメント実現に向けた取り組みの状況・課題

全省庁を挙げて進む具体検討

デジタル・ガバメント推進方針

デジタル・ガバメント実行計画

各省庁主体での中長期計画策定

官民データ連携における
民間領域の課題

・投資が進まない
・サービスが生まれない
・利用者が増えない

官 民

民間側デジタル化は難易度が高い。国民の経験不足への対応が不可欠

紙・電子の両パターンに対応が必要
結果的に事業者の業務負担は増大

デジタル化はまとまった投資が必要
特に中小企業の投資余力に懸念

利用者が“慣れていない”
サービスの切り替えが進まない

1

2

3

基盤整備の為の
政策誘導が必要

経験機会の
拡大が必要
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２．マイナポータルと民間送達サービス連携によるデジタル化実現例

ＮＲＩのデジタル化の実例

サービスイメージ

プロトタイプ

プロトタイプ

「税制調査会の
専門家会合」等
でご報告

NRI社員に適用
(2018/10/1)

サービス開始
(2018/9/28)

IT戦略特命委員会での
ご報告内容(4/26)

本日平井ピッチでの
ご報告内容(11/26)

年末調整
電子化

保育所申請
（就労証明書）
電子化

民間送達
サービス
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２．マイナポータルと民間送達サービス連携によるデジタル化実現例

民間送達サービス「ｅ-私書箱」のサービス提供開始

民間企業等

銀行

証券会社

保険会社

NRI

公的機関等

市区町村

国税庁(e-Tax)

：

：

オンライン化/手続きワンストップ

認証連携
API連携

国民

就労証明書

年間取引
報告書

年間取引
報告書

保険料控除
証明書

民間送達
サービス

ID連携情報

マイナ
ポータル

民間送達サービス

一例としての民間領域のデジタル化推進役。
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２．マイナポータルと民間送達サービス連携によるデジタル化実現例

サービスの実演

①源徴・給与明細のマイナポータル連携

②就労証明書の電子化

③マイナポータルを活用した年末調整の電子化

※①②はサービス実現済み。③はサービス化に向けた検討を実施中
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３．提言まとめ

デジタル・ジャパンの礎

生活者 従業員

投資家・契約者

金融機関

民間事業者
公務員組織

自治体
医療機関
商店 通院・受診

電子マネー決済

住民票

出生・死亡届

財産相続

介護

年末調整

控除申告

就労証明

給与明細

本事例での
取組領域

配当金受取り

特定領域（従業員）の利用経験が、生活者、投資家・契約者としてのデジタル化の基盤に

デジタル化の経験拡大により利用者増、官民一体のデジタル・ジャパン実現へ

取引報告書

新規口座開設

確定申告

保険控除証明

デジタル化
経験機会の拡大
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３．提言まとめ

マイナンバーカード普及に関する検討ポイント

検討ポイント 内容

マイナンバーカード
失効への対策

本人確認の高度化

• 電子証明書の有効期限が到来。事実上の失効者が増
加する可能性がある。早急にカード普及に向けた対策が
重要。
(2016年カード配布開始、有効期限は5回目の誕生日。

2021年以降、失効増の可能性)

・民間でのアライアンス・サービス連携の具体化が急務。

※ＮＲＩでは、生活者・投資家・従業員それぞれのサービス
事業者と連携プラットフォームを構想を準備。

民間主導でのサービス充実と経験機会の創出に取組む。

①

②

• 本人確認を要する場面での身分証として、マイナンバー
カードの活用シーンを拡大が有効と考えられる。

• 生活者、投資家、従業員の領域をカバーする本人確認
が重要。それぞれの得意分野をカバーする企業・サービス
間の連携が必須。
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３．提言まとめ

提言まとめ

①利用経験の拡大こそが、デジタル化実現の鍵。

② 民間領域のデジタル化には、利用者視点が不可欠。
（生活者 ＝ 投資家・契約者 ＝ 従業員）

③ デジタル化の要となるマイナンバーカードの普及に、
官民で一層の注力を。




